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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。
２．売上高には消費税等は含まれておりません。
３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないので記載しておりません。
４．第33期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する
ものの１株当たり四半期純損失のため、また、第33期及び第34期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株
当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有しないため、記載
しておりません。

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期
第２四半期
累計期間

第34期
第２四半期
累計期間

第33期

会計期間

自平成23年

１月１日
至平成23年

６月30日

自平成24年

１月１日
至平成24年

６月30日

自平成23年

１月１日
至平成23年

12月31日

売上高（百万円） 2,112 2,393 4,582

経常利益又は経常損失（△）
（百万円）

△28 148 173

四半期(当期)純利益又は四半期純
損失（△）（百万円）

△66 81 133

持分法を適用した場合の投資利益
（百万円）

－ － －

資本金（百万円） 721 721 721

発行済株式総数（千株） 7,602 7,602 7,602

純資産額（百万円） 1,129 1,376 1,327

総資産額（百万円） 6,576 7,469 6,917

１株当たり四半期(当期)純利益金
額又は四半期純損失金額 (△)(円)

△9.05 10.74 17.95

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額（円）

－ － －

１株当たり配当額（円） － － 5.00

自己資本比率（％） 17.2 18.4 19.2

営業活動による
キャッシュ・フロー（百万円）

681 746 1,138

投資活動による
キャッシュ・フロー（百万円）

△112 △178 △271

財務活動による
キャッシュ・フロー（百万円）

△378 △150 △759

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（百万円）

526 860 442

回次
第33期
第２四半期
会計期間

第34期
第２四半期
会計期間

会計期間

自平成23年

４月１日
至平成23年

６月30日

自平成24年

４月１日
至平成24年

６月30日

１株当たり四半期純損失金額 (△)
(円)

△9.27 △0.55

２【事業の内容】
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当第２四半期累計期間において、新たに発生したリスクはありません。
また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間（平成24年１月１日から平成24年６月30日まで）におけるわが国経済は、東日本大震災の

影響から徐々に回復しつつあるものの、欧州通貨危機に伴う欧米の景気減速懸念や円高の進行により、国内景気の

先行きに対する不透明感が継続している状況となっておりました。

当社の主たる需要先である建設業界を取り巻く環境は、一部地域で震災被害の復旧復興に向けての公共投資が増

加傾向にあるものの、それ以外の地域では民間設備投資の低調が継続しており、引き続き厳しい環境となっており

ました。

このような環境の中、当社は、震災や水害の復旧工事が本格化している地区、メンテナンスが必要な高速道路、

工場やショッピングモールなどの建物維持修繕など、多様な工事に対応できる機械配備を的確に実施することで、

効率的に賃貸料収入を増加させてまいりました。また、経費面においては引き続き無駄を省くコスト削減を継続さ

せ、レンタル事業での収益構造を増強してまいりました。

この結果、当第２四半期累計期間の売上高につきましては、賃貸料収入が増加し、23億93百万円（前年同期比

13.3％増）となりました。

利益面につきましては、営業利益は１億97百万円（前年同期比576.4％増）、経常利益は１億48百万円（前年同

期は28百万円の経常損失）、四半期純利益は81百万円（前年同期は66百万円の四半期純損失）となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末と比べて４億17

百万円増加し、８億60百万円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、７億46百万円（前年同期は６億81百万円の獲得）となりました。これは主に

税引前四半期純利益１億37百万円に資金の増加要因である減価償却費４億33百万円、売上債権の減少額98百万

円と資金の減少要因である仕入債務の減少額15百万円などを反映したものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、１億78百万円（前年同期は１億12百万円の使用）となりました。

これは主に、有形固定資産の取得による支出２億９百万円と定期預金等の純増額34百万円などによるものであ

ります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、１億50百万円（前年同期は３億78百万円の使用）となりました。

これは主に、社債の発行による収入４億90百万円、借入金の純減額２億１百万円及び割賦債務の支払額３億１

百万円などによるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①【株式の総数】

②【発行済株式】

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成24年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発
行された株式数は含まれておりません。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,500,000

計 22,500,000

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成24年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,602,520 7,602,520
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード）

単元株式数 1,000株

計 7,602,520 7,602,520 － －

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年４月１日～
平成24年６月30日

－ 7,602,520 － 721,419 － 193,878
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①【発行済株式】

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）含
まれております。

②【自己株式等】

該当事項はありません。

（６）【大株主の状況】

平成24年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

石塚幸司 群馬県前橋市 1,241 16.32

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町 1-2-1 656 8.62

ニッパン幸友会持株会 群馬県前橋市西片貝町 4-5-15 427 5.62

ニッパンレンタル従業員持株会 群馬県前橋市西片貝町 4-5-15 370 4.87

株式会社丸山自動車 埼玉県八潮市 2-417-1 293 3.85

日立建機株式会社 東京都文京区後楽 2-5-1 180 2.36

東日本コベルコ建機株式会社 千葉県市川市二俣新町 17 180 2.36

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内 1-2-1 144 1.89

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川 2-27-2 108 1.42

石塚春彦 群馬県前橋市 102 1.34

計 － 3,702 48.70

（７）【議決権の状況】

平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式
等）

－ － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式
等）

普通株式 28,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,414,000 7,414 －

単元未満株式 普通株式 160,520 － －

発行済株式総数 7,602,520 － －

総株主の議決権 － 7,414 －

平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合
（％）

株式会社ニッパンレン
タル

群馬県前橋市西片
貝町四丁目５番地
15

28,000 － 28,000 0.37

計 － 28,000 － 28,000 0.37

２【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について
当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成24年４月１日から平成24

年６月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成24年１月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期財務諸表

について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について
当社は子会社はありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

第４【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年12月31日)

当第２四半期会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 817,769 1,190,045

受取手形 ※ 283,816 ※ 250,471

売掛金 689,760 625,033

商品 7,735 10,466

貯蔵品 6,168 7,085

繰延税金資産 86,535 46,213

その他 26,252 21,441

貸倒引当金 △12,500 △11,300

流動資産合計 1,905,538 2,139,457

固定資産

有形固定資産

賃貸資産

機械及び装置（純額） 1,895,719 1,950,338

車両運搬具（純額） 635,135 901,129

その他の賃貸資産（純額） 108,844 97,005

賃貸資産合計 2,639,699 2,948,473

社用資産

建物（純額） 389,475 377,195

土地 1,716,458 1,716,458

その他の社用資産（純額） 104,059 104,726

社用資産合計 2,209,993 2,198,380

有形固定資産合計 4,849,692 5,146,854

無形固定資産 30,291 30,291

投資その他の資産

その他 183,005 204,757

貸倒引当金 △51,030 △52,161

投資その他の資産合計 131,974 152,595

固定資産合計 5,011,959 5,329,741

資産合計 6,917,497 7,469,199
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年12月31日)

当第２四半期会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形 373,830 373,587

買掛金 161,078 145,706

短期借入金 1,683,856 1,190,419

1年内償還予定の社債 100,000 100,000

未払金 514,173 586,328

未払法人税等 9,366 20,181

賞与引当金 19,565 26,966

その他 87,907 142,285

流動負債合計 2,949,778 2,585,475

固定負債

社債 200,000 600,000

長期借入金 1,446,737 1,738,847

長期未払金 947,495 1,124,469

資産除去債務 39,609 39,760

繰延税金負債 2,400 2,000

その他 4,219 2,636

固定負債合計 2,640,462 3,507,714

負債合計 5,590,240 6,093,189

純資産の部

株主資本

資本金 721,419 721,419

資本剰余金 193,878 193,878

利益剰余金 413,023 456,516

自己株式 △3,604 △3,930

株主資本合計 1,324,717 1,367,884

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,639 8,978

繰延ヘッジ損益 △2,099 △853

評価・換算差額等合計 2,539 8,125

純資産合計 1,327,256 1,376,009

負債純資産合計 6,917,497 7,469,199
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成23年１月１日
至 平成23年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成24年１月１日
至 平成24年６月30日)

売上高 2,112,653 2,393,797

売上原価 1,519,823 1,599,531

売上総利益 592,829 794,265

販売費及び一般管理費 ※ 563,559 ※ 596,280

営業利益 29,269 197,985

営業外収益

受取利息 203 156

受取配当金 503 666

損害保険受取額 10,070 14,313

受取賃貸料 1,800 1,800

その他 2,915 5,738

営業外収益合計 15,493 22,675

営業外費用

支払利息 56,859 58,946

事故復旧損失 1,262 3,050

保険解約損 14,544 －

社債発行費 － 9,977

その他 312 370

営業外費用合計 72,979 72,344

経常利益又は経常損失（△） △28,216 148,316

特別利益

固定資産売却益 250 115

特別利益合計 250 115

特別損失

固定資産売却損 － 467

固定資産除却損 2,480 1,361

投資有価証券評価損 － 2,423

減損損失 － 6,618

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 32,553 －

特別損失合計 35,034 10,870

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △63,000 137,561

法人税、住民税及び事業税 3,416 56,190

四半期純利益又は四半期純損失（△） △66,417 81,370
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成23年１月１日
至 平成23年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成24年１月１日
至 平成24年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△63,000 137,561

減価償却費 360,989 433,827

減損損失 － 6,618

長期前払費用償却額 42 42

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 32,553 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,259 △68

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,455 7,401

受取利息及び受取配当金 △706 △823

支払利息 56,859 58,946

有形固定資産売却損益（△は益） △250 352

有形固定資産除却損 2,480 1,361

保険解約損 14,544 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 2,423

売上債権の増減額（△は増加） 227,065 98,072

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,191 △3,647

仕入債務の増減額（△は減少） △5,180 △15,614

未払消費税等の増減額（△は減少） △42,251 1,158

その他 40,527 82,774

小計 618,677 810,383

利息及び配当金の受取額 759 867

利息の支払額 △57,225 △58,239

保険解約による収入額 125,255 －

法人税等の支払額 △5,971 △6,046

営業活動によるキャッシュ・フロー 681,495 746,964

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △70,375 △209,701

有形固定資産の売却による収入 350 600

投資有価証券の取得による支出 △1,057 △1,166

貸付けによる支出 △2,000 △690

貸付金の回収による収入 2,701 1,075

差入保証金の差入による支出 △1,937 △3,911

差入保証金の回収による収入 66 410

定期預金等の預入による支出 △405,592 △266,890

定期預金等の満期等による収入 365,333 301,392

その他 － 10

投資活動によるキャッシュ・フロー △112,512 △178,870

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △40,000 △509,998

長期借入れによる収入 500,000 850,000

長期借入金の返済による支出 △516,035 △541,329

社債の発行による収入 － 490,022

社債の償還による支出 △100,000 △100,000

株式の発行による収入 490 －

自己株式の取得による支出 △177 △326

配当金の支払額 △21,180 △37,367

割賦債務の支払額 △201,124 △301,316

財務活動によるキャッシュ・フロー △378,027 △150,315

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 190,955 417,778

現金及び現金同等物の期首残高 335,164 442,366

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 526,120 ※ 860,144
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（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。

【追加情報】

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

前事業年度
（平成23年12月31日）

当第２四半期会計期間
（平成24年６月30日）

※ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。なお、当期末日が金融機

関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高

に含まれております。

受取手形 千円19,888

※ 四半期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当四半期末日

が金融機関の休日であったため、次の四半期末日満期手

形が四半期末残高に含まれております。

受取手形 千円17,978

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自 平成23年１月１日
至 平成23年６月30日）

当第２四半期累計期間
（自 平成24年１月１日
至 平成24年６月30日）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。
給料賞与 千円204,674
賞与引当金繰入額 14,927
貸倒引当金繰入額 354

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。
給料賞与 千円208,090
賞与引当金繰入額 19,956
貸倒引当金繰入額 3,687

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自 平成23年１月１日
至 平成23年６月30日）

当第２四半期累計期間
（自 平成24年１月１日
至 平成24年６月30日）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年６月30日現在）

現金及び預金勘定 千円895,686
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △369,566

現金及び現金同等物 526,120

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係

（平成24年６月30日現在）

現金及び預金勘定 千円1,190,045
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △329,900

現金及び現金同等物 860,144
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前第２四半期累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

当第２四半期累計期間（自 平成24年１月１日 至 平成24年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

当社は、建設機械の賃貸及び販売の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有しないた

め、記載しておりません。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

（株主資本等関係）

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月29日

定時株主総会
普通株式 21,262 3 平成22年12月31日 平成23年３月30日 利益剰余金

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年３月28日

定時株主総会
普通株式 37,877 5 平成23年12月31日 平成24年３月29日 利益剰余金

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（１株当たり情報）

前第２四半期累計期間
（自 平成23年１月１日
至 平成23年６月30日）

当第２四半期累計期間
（自 平成24年１月１日
至 平成24年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
円05銭△9 円 銭10 74

（算定上の基礎）

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
△66,417 81,370

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
△66,417 81,370

普通株式の期中平均株式数（株） 7,333,719 7,575,001

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

（重要な後発事象）

２【その他】

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニッパ

ンレンタルの平成24年１月１日から平成24年12月31日までの第34期事業年度の第２四半期会計期間（平成24年４月１日か

ら平成24年６月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成24年１月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュ

ーを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニッパンレンタルの平成24年６月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成24年８月10日

株式会社ニッパンレンタル

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山田 洋一 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 海野 隆善 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 桂川 修一 印

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。




